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議論の背景～骨頭変形を生じずに早期に整復するために～

●超音波診断の普及によりDDH（脱臼・亜脱臼）の確実な早期診断が可能。

●世界の健診先進国では早期診断（主に生後8週までの超音波診断）が一般的。

早期診断した上での、早期治療も数多く報告。

●AVN防止策（山室a値、過開排防止）も進歩。

●新生児期の股脱には自然整復が多い。

●自動運動がまだおぼつかない時期のRbには危険性が孕んでいる。

●新生児期のRbでもAVNを生じる。

生後3か月までの「Rbのno man‘s period」



議論の目的～骨頭変形を生じずに早期に整復するために～

Rbによる早期治療に否定的だった過去の議論に影響さ

れ、早期に診断しても生後3ヵ月までは生活指導しかし

ない「Rbのno man‘s period」を教えられ、実践している施

設も多く、これが現代にも根拠のあるものなのか、根拠

がなければ小児科や保護者からの納得が得られないこ

とであり、調査および議論を要する。

早期治療：新生児期を含め生後3か月未満での治療



対象と方法

日本小児股関節研究会幹事および名誉会員への電子
メールによるアンケートを実施した。

幹 事 48名中40名
同一医療機関所属8組からの
回答は１つとした

幹 事 39名

名誉会員 8名

回答対象 53名

名誉会員28名のうち電子メー
ル可能な13名に送付

47名

名誉会員 28名中13名
電子メール送付中での回収率

88.7%



アンケート内容

①早期診断のためのアプローチやシステム作りを行っていますか？

・行っている場合の連携先

②早期診断を行っている場合、その検査法は？

③早期治療（装具による）を行っていますか？

・装具の種類

・開始月齢

・早期治療体制開始年

・整復率の高低

・AVN発生状況



結 果



DDHの早期診断のためのアプローチやシステム
作りを行っていますか？（回答47）

はい
22

47%

いいえ
25

53%
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DDHの早期診断のための診断方法は？
（回答35）

超音波
20

57%

超音波＋X線

14
40%

X線
1

3%

小児股関節の基幹施設への
調査のため超音波の普及率が
高率であった。

超音波の使用率97.1%

臨床所見を基本として画像診断には何を使用するか？



リーメンビューゲル

20施設

DDH（脱臼・亜脱臼）の早期治療（装具による）を
行っていますか？
（回答47）

はい
24

51%

いいえ
23

49%

Tubingen hip orthosis
（otto-boch）1施設

Graf-Mittelmeier装具
"IDEAL" Spreizbandage

5施設複数回答あり



DDH（脱臼・亜脱臼）の早期治療（装具による）の
対象月齢は？（回答24）

新生児
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以降
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降
7

29%



DDH早期治療の開始年と症例数
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整復率の高低と大腿骨頭壊死（AVN）発生
（回答24）

高い
12

50%

かわらない
6

25%

低い
1

4%

不明
5

21%

整復率

あり
4

17%

なし
20

83%

AVN
発生

●福岡こども151例のうち17股（11%）
●宮城こども100例超のうち1例
●信濃医療福祉100例超のうち1例
●はまぐみ5/13関節（38.5%）



考 察



リーメンビューゲル（Rb）使用マニュアル
日本小児股関節研究会2011年作成

新生児から 1
生後１ヵ月 1
生後2ヵ月 5
（調査された28施設中）

早期装着率
25%

（7／28施設）

今回51％
（24／47施設）



国内DDH早期治療の報告（1980年代以降消滅）

1994年 渡辺研二「The Study of Early Treatment of CDH by Ultrasonographic Diagnosis」
日本整形外科超音波学会雑誌 6, 155-158

2002年 渡辺研二「先天性股関節脱臼の早期超音波診断と治療」整形外科53,125-132
2004年 渡辺研二「先天股脱の早期治療」第43回日本小児股関節研究会
2004年 渡辺研二「先天性股関節臼蓋形成不全に対するMG外転装具による早期治療の効用」
2015年JPOA 日臨整会誌29, 78-81
・北野利男ら「DDH（完全脱臼）早期診断・早期治療例の検討」
・村上玲子ら「生後3か月未満でリーメンビューゲルを装着した股関節脱臼例の治療成績」
・大泉樹ら「発育性股関節形成不全に対するMittelmeier-Graf装具の有用性の検討」
・渡辺研二「Mittelmeier-Graf bandageによるDDH治療の成績」

2019年 渡邉研二「発育性股関節形成不全の早期治療成績」（整形外科 70, 843-849）

海外DDH早期診断・早期治療のレビュー（演者）
2014年、2017年 日本小児股関節研究会
2018年日本小児多職種研究会「乳児股関節検診諸外国と日本の現状」
2019年日本股関節学会「海外股関節脱臼健診先進国の胎勢と診断遅延」
2021年JPOA「英国DDH健診体制の反省から考える日本の問題点」

日本整形外科超音波学会「海外健診先進国と日本の現状と課題」
2022年「DDHの健診・検診の歴史・方法・制度と遅診断例」関節外科 41 p43-52



発育性股関節形成不全の早期治療成績
亀田第一病院 渡辺研二 絶筆論文
（整形外科 Vol.70,843-849, 2019）

まとめ
25年にわたるDDH治療の調査で、生後3ヵ月以

前に治療を開始することで、求心性を失ってい
る大腿骨頭を簡単に整復位にすることができ、
懸念された早期治療による骨頭壊死も発生し
なかった。このことから今後、本邦でも生後3ヵ

月以前の早期治療を積極的に進めてよいと考
えられた。

これを受け、すでに早期治療を実践されて
いる医療機関からのデータを集積して国内
のエビデンス構築を目指しましょう。



ま と め

●日本小児股関節研究会幹事・名誉会員へのDDH早期診断・
早期治療に関するアンケートを行った。

●早期診断のためのアプローチを47%が行っていた。

●早期治療が51%で行われており、その83%は2000年以降か
ら取り組まれていた。

●今後調査を拡大し、早期治療を実施している多施設からの
エビデンス（適応、装具の種類と方法、治療成績）の蓄積が望
まれる。





最近の早期治療報告
•西田敦士（京都府立大学）JPOA2018

「リーメンビューゲル装着開始時期別による治療成績の比較検討」



最近の早期治療報告
•日本小児股関節研究会2022



DDH（脱臼・亜脱臼）早期治療を開始した時期は？
実施医療機関24施設
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北 純 先生

骨頭の血行障害の原因は①開排により血管が伸展または筋・腱により圧迫される②骨頭への
圧迫が骨頭内の 血行を傷害する、の2つかと思っています。 

エビデンスの蓄積としては➀症例の適応、②装具の使用方法、③治療成績などでしょうか。ほ
かにありますでしょう か。Discussionの中で先生から提言されると良いと思います。 

藤井先生
今後の日本のDDH治療は、4か月の乳児健診以前の早期発見、早期治療の方策を策定すること
が新展開になると思っているし、それが新時代に適応し た治療体 系だと思います。これがうまくい
けば、post-RBの時代が来るのではと期待しています。このためにエコー検診が存在する！と主張
してください。そ して上手な医 師がやれば、AVNリスク減らせる！ことも、重要です。現代のような
希少疾患化したDDHは、治療はAVN防ぐためにセンター化する必要があります。 

過去、保健所での乳児健診時期が小児科の都合で3ヶ月から4ヶ月に延期されたことで、整形の
DDH検診時期が1か月遅れて、そのためにRbの整復率が 全国的に低 下した事実があります。（
雑誌、臨床整形外科の特集参照）。このことからも、DDHはやはり早期診断早期治療が理想です。 



議論の背景～骨頭変形を生じずに早期に整復するために～

●超音波診断の普及によりDDH（脱臼・亜脱臼）の確実な早期診断が可能。

●世界の健診先進国では早期診断（主に生後8週までの超音波診断）が一般的。

早期診断した上での、早期治療も数多く報告。

●AVN防止策（山室a値、過開排防止）も進歩。

Rbによる早期治療に否定的だった過去の議論に影響され、早期に診断

しても生後3ヵ月までは生活指導しかしない「Rbのno man‘s period」を教

えられ、実践している施設も多く、これが現代にも根拠のあるものなのか、

根拠がなければ小児科や保護者からの納得が得られないことであり、

調査および議論を要する。

早期治療：新生児期を含め生後3か月未満での治療



DDH（脱臼・亜脱臼）に対する早期診断・早期治療の国内調査

Domestic survey of early diagnosis and early treatment for DDH (dislocation / subluxation)
星野弘太郎（慈誠会 山根病院）
藤井敏男（糸島おとなとこどものクリニック）
北 純（仙台赤十字病院）

国内でのDDH（脱臼・亜脱臼）に対する早期治療のエビデンスを後方視的に蓄積してゆくために、
現状国内で早期治療に取り組んでいる医療機関を調査した。
【対象と方法】日本小児股関節研究会幹事会の承認を受け、幹事48名および名誉会員28名、合
計76名を対象とし、方法は電子メールにてアンケートを送付した。同じ医療機関8ヵ所からの回答
は１つとした。
【結果】回答は幹事40名、名誉会員7名、合計47名からから得られた（回収率88.7%）。
早期診断のためのアプローチやシステム作りを行っているのは23施設であった。
早期診断のための検査法は超音波のみ20施設、X線1施設、両方14施設であり、超音波使用率
は97%であった。早期治療（装具による）を行っている医療機関は24施設（51%）であった。治療方
法はリーメンビューゲル20施設、Graf-Mittelmeier装具4施設であった。開始時期は1990年以前2
施設、1990年代2施設、2000年代5施設、2010年以降15施設であった。早期治療の方が、脱臼整
復率が高いと回答したのが12施設（50%）、大腿骨頭壊死（AVN）の発生がないと回答したのが21
施設（88%）であった。
【考察】対象の51%の医療機関において早期治療が取り組まれていた。2010年代になって早期治
療に取り組みだした医療機関が63%を占めた。今後調査を拡大し、治療成績のデータを集積が
望まれる。国内エビデンス構築の上でのDDH治療の適正化へ向けた検討が必要と考えられる。
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